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開催日時:平成 25年 12月 14日(土曜日) 1 3:00~ 1 7:30 

場 所:東洋大学板倉キャンパス

対 象:自治体、商工会議所、商工会、観光協会、市民及び本学教員・学生等

参加者:約 100名

参加費 :無料

1. 事業の目的及び開催に至る経緯

観光振興は地域活性化の一つの重要なテーマであり、全国各地で取り組みがなされている。そ

の組織的な推進母体としては自治体行政部局、地域の観光協会や商工会議所、商工会、市民団体、

NPO法人等がそれぞれの視点から取り組んでいる。このため本事業では、近年地域経済活性化の

ため観光に目を向ける商工会議所が増加していることに着目し、商工会議所と観光協会等との連

携により更に地域観光の効果的振興が図られるのではないかとの問題意識を持ち、これを検証す

ることを主眼とした調査を昨年度、 一昨年度に実施した。

調査は全国 200商工会議所へのアンケー卜による実態調査や先進事例の現地調査により行った。

この結果、多くの市町村で会議所と観光協会が人的・組織的な繋がりを持ち、イベント等に共同

して参画する等、何らかの形で連携していることが確認できたが、日常的・恒常的な連携に発展

している例は必ずしも多く見られなかった。しかしながら、当調査結果からは日常的・恒常的な

連携を持つ地域で、は地域諸団体の総合力が発揮され観光振興の優良事例として挙げられるものが

多く見られた。すなわち恒常的・ 日常的な連携の中から魅力ある観光地づくりに結ひ、つく新たな

アイディアの創造や、両組織のネットワークを通じて地域全体の連帯感の醸成に繋がっている等

の相乗的効果が示唆された。

2.事業実施内容

本年度の事業として、過去 2年間の調査結果を“提言書"の形に取りまとめ、内外に広く公表

すること、及びその一環として地域観光の効果的促進策を考えるシンポジウムを開催した。

2.1 提言書の取りまとめ

提言書は、これまでの調査結果を踏まえて取りまとめた。地域観光の一層の推進のために地域

の諸団体の連携強化の重要性を述べ、とりわけ恒常的な連携強化により期待される効果について
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言及した。

提言要旨:両組織(会議所と観光協会。以下向。)は季節的なイベントや祭事毎に協議会や連

絡会を設け、人的・財政的支援を目的に一時的に連携をすることは多々あるが、観光振興・地域

振興において恒常的な共通の目標を掲げ、両組織が有する資源を十分に活用している事例は、 一

部の成功事例を除いて非常に少ない。このような現状に鑑み、・・・両組織の連携による相乗効果

の一層の発現の可能性を期待し、大局的見地から「商工会議所等と観光協会の連携強化」が図ら

れることを提言するものである。(提言書より一部抜粋・加筆。全文は本稿末尾参照)

2.2 シンポジウムの開催

平成 25年 12月 14日、板倉キャンパ

スにおいてシンポジウムを開催した。

「地域観光の今後の振興方策を考える

地域諸国体の連携の強化 」と題し、 東洋大学総需産;苔対H::q持3主要誌ではさ強綴予定務署葬祭として3都起しできFました義秀吉電プロジェクト

地域の観光振興の一層の効果的促進策

を広く議論するとともに、その一方策と

して観光振興と地域振興等に係る地域

諸団体の連携強化の重要性について考

えることを趣旨としたものである。

両毛地域等関係県・市町、商工会議所

等多数のご後援を頂き、自治体、商工会

議所、商工会、観光協会関係者及び市民、

本学教員・学生等約 100名の参加を得た。

シンポジウムでは公益社団法人日本

観光振興協会総合研究所長丁野朗氏の

基調講演「地域の観光振興とその手法」、

当研究所客員研究員村瀬慶紀氏による

本調査研究事業の結果及び提言書を踏

まえた報告があり、引き続き両氏を含む

パネリスト、早川慶治郎氏(日本商工会

の薬事象もおまえ、

議所観光専門委員会副委員長・足利商工会議所会

頭)、山口章氏(公益財団法人群馬県観光物産国際

協会専務理事)、松見直美氏 (NPO法人半田市観光

協会事務局長)、及び当研究所客員研究員井上博文

コーディネーターによるパネルディスカッション

を行った(詳細|はチラシ画像参照)。

下野氏の基調講演は、これまでの非日常型の名

所・旧跡、物見遊山型観光から、旅先での「生活」

「日常Jを重視したテーマ性の高い観光への転換、

すなわち受け入れ側での「地域資源を“感興資源に"J
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を提起するものであり、多数の事例紹介があった。パネルデ、イスカッションでは、冒頭に早川氏
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から 日本商工会議所を取り巻く状況及び観光振

興への取り組み、山口氏から群馬県の観光振興

への取 り組み、松見氏からは半田市観光協会の

設立と NPO化の経緯の紹介があり 、引き続き

フリーディスカッシ ョン及び会場との質疑応答

が行われた。

シンポジウムでは地域観光振興についての最

新の情報の共有及び活発な討議 ・質疑が交わさ

れ、今後の両毛地域を始めとした各地域での観

光振興を考える上での参考に供することが出来

たものと考えられる。

提 言書

1. ，まじめ』こ

パネルテ、イ スカッション

2003 (H.15) 年の「ビジッ ト・ ジャパン ・キャンベーンJを機に、観光立国のさらなる推進がな され、わ

が国の観光振興政策は園、都道府県、市町村レベルに広がりを見せている。 観光振興の中核組織は、国土交通省 ・

観光庁、日本政府観光局 (11オ国際観光振興機構)、 日本観光振興協会であるが、近年では日木商工会議所、全国商

工会連合会、農業協同組合等々をはじめとした他産業の中核組織においても、地域活性化の取り組みの一環とし

て、観光事業に対する関心が高まっている。

元来、地域観光振興のための政策は、自治体 ・行政が策定し、それらの実働部隊は、観光事業者によって組

織化された観光協会が、地域への誘答:を中心lこ行ってきた。観光事業者は、観光政策に基づいて必要な施設等を

設置し、来訪者を受け入れ発展してきた。これに対して|出工会議所等は、これまで中心市街地の活性化や地域産

業の発展に寄与してき たが、外客:を誘致する観光についてはこれまで積極的に目を|付けてこなかったと ころがあ

る。

しかしながら、政府の観光立国推進政策を基に観光産業のili場規模がさらに拡大し、地域観光を実現するた

めに円本商工会議所等は、 地域活性化の一環として積極的に観光振興に取り 組むことにした。多くの地域におい

て少子高齢化や都市化が進展するなか、外客を誘致することによって、 中心市街地や地域l主業の発展につなげよ

うとする考え方である。その結果、商工会議所内の部会においてもサービス部会の頭に観光をつけた「観光サー

ビス部会Jが目立つよ うになり、観光事業に取り組む商工会議所も培えてきた。

防士会議所、商工会はあらゆる商工業を中心としたメンバーて、構成されているが、観光地として発展してい

るところの商工会議所等には、飲食、伯γh、運輸等のi観光事業右ーが会員になっているケースも多く見られる。 こ

のように観光協会と商工会議所等が、地域観光振興に協調して取り組むこ とによって、以トーのような多くの効果

が期待されると ころで、ある。

2 両組織の連携により期待される効果

( 1 )新たなアイディアの創造

① 地域の土産品 ・物産品幸子の販路拡大

地域の商j古で扱われている物産品は、これまで地域 ・周辺住民を対象に したものが多かったが、両組織の
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連携により観光協会の外部ネットワークを活用した販路の拡大が期待される。商工会議所等は、全国の消費者に

受け入れられるような商品開発、デザイン、パッケージについて助言を行う。

例えば、愛知県半田市では「観光土産品推奨品選定会jを両組織が共催で行こってし、る。「菓子」、「食品」、「民・

工芸品」の三つのテーマで推奨品の候補を募集し、審査員によって認定された|街品は、観光協会のホームペーシ

や物産展、旅行博等で積極的に PRを行っている。

② 新たな観光資源の発掘

観光資源は、観光地と称されると ころだけでなく、地域のさまざまなところに存在する。観光資源、の発掘

にあたっては、第三次産業のみならず、第一・ 二次産業においても資源の対象になる。 例えば、農家の作業や民

泊を体験したり、企業の技術や生産現場を視察・体験する新たな観光形態が旅行会社やマスコミ等からも関心を

集めている。商工会議所等が主体となって会員企業、組織・団体に働きかけ、新たな観光資源の発掘に寄与する

ことが期待される。

③ 地域固有の文化の再興

地域には同有の文化が存在するが、近年は伝統祭事の復活や地域の食文化を活用した B級グルメへの関心

の高まり等、地域住民が主体となって地域文化を再興し、観光資源として PRする動きも出てきている。例えば、

B級ク。ルメの火付け役といわれている「富士宮やきそばJ(静岡県富士宮市)の場合、 一般社団法一人富士宮市地域

力再生総合研究機構を設立し、主に B級グルメの普及を目指す住民団体(富士宮やきそば学会、富士宮にじます

学会、寓士宮最先豚学会、富士宮みるく学会、富士宮エネルギッ酒倶楽部)が主体になり、 各種公共団体 ct直士

宮rii、富士宮市観光協会、富士宮商工会議所、富士常葉大学、 NPOまちづくりトップランナーふじのみや本舗等)

が連携支援組織として、自立した地域活動を進めている。

④ 既存の地域施設の活性化

両組織が連携することによって、本来、地域住民を対象とした公共施設や商業施設、商盾街の空き)百舗等

を観光事業に活用した新たな地域活性化が期待される。

例えば、新潟県十日町市の「大地の芸術祭」では、全国の芸術家やサボーターを地域に招鴨し、観光という

視点から地域全体をアートの作品として発信している。作品には廃校になった小学校や空き家、空き居舗等を活

用し、作品の舞台となっている。

|商工会議所で、は、協力団体として中心市街地の空き!古舗を利用したショップの開設や新商品の開発などを実

施した。中でも、青年吉11が出屈した土産品として一番人気の干しそばが食べられるショップ 「乾麹やJは旅行会

社やメディアにも取り上げられた。

この他にも、地場産業である着物地を利用して市内の主婦が制作した人形などを販売するショッブを含めた 4

j苫舗を新たにオープンさせ、大地の芸術祭を活用して、巾心市街地の活性化にも寄与している。河組織は、「卜 日

町中心市街地活性化協議会」への参画、連携を通 じて今後も協同して事業に取り組む予定で、ある。

( 2) 地域全体の連帯感の醸成

① 組織聞のネットワーク強化

両組織の連携を含めた地域諸団体が連携することによって、観光振興に関する地域共通の 目標や将来像、が

生まれ、組織問で共有される。 これによって地域全体で円標を達成しようと組織問のノウハウが結集し、ネット
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ワークが強化されることによって恒常的な観光政策を展開していくことが可能になる。持続的に組織聞の連撲を

深めていくことによって、結果的には個々の組織の活性化にも寄与する。

② 人材育成

地域諸団体の連携を進めていくには、リーダーの役割が重要になる。観光振興を成功裏に導いたリ ー夕、ー

は、これまで行政の 首長、地域の名士や主要組織のトップ、外部から招聴されたカリスマ等、さまざまなリーダ

ーが取り 上げられてきた。 しかしながら、持続的な観光振興を行っていくには、将来的には地域のなかから リー

ダー候補が選出され、地域全体で育成することが望ましいといえる。商工会議所と観光協会の連携では、役職者

の兼務のみならず、 一般職員の人事交流の促進も人材育成に寄与する。

③ 各種助成金を活用した新規事業申請への意欲

調工会議所や商工会の上部団体である日本商_[会議所や全国商工会連合会、観光協会の上部団体である日

本観光振興協会や県観光協会等が公募する各種助成金を活用した事業を協同で行うことによって、連携を深める

よいきっかけとなる。恒常的で新たな観光政策を策定していくには、両組織の知恵、やノウハウを結集していくこ

とによって、より多くの組織 ・団体の参画を促 し、地域全体の連帯感の醸成につながる。

④ 情報発信の一元化 ・強化

近年は、観光振興を志向する地域が増加してきたことから、商工会議所内においても観光 ・サービス間連

の部会を設け、観光者向けのホームページやパンフレッ卜を作成寸るようになってきた。地域のなかには、この

ほかにも行政や観光協会が情報発信を同様に行っており、内容が重複する部分七多く、同組織が連携することに

よって、賀J用の効率化はもとより、地域の観光資源について一貫した情報を発信することができる

3.結論

観光事業に取り組むにあたって、地域諸団体の連携の必要性はこれまでもlIEえられてきた。 しかし円下のと

ころ両組織は、季節的 ~J:イベントや祭事毎に協議会や連絡会を設け、人的・財政的支援を目的に一時的に連携を

することは多々あるが、観光振興 ・地域振興において i恒常的な共通の目標を掲げ、同組織が有する資源を |分に

活用している事例は、一吉11の成功事例を除いて非常に少ない。このような現状に鍛み、我々は|可組織の連携によ

る相乗効果の 届の発現の可能性を期待し、大局的見地から 「商工会議所等と観光協会の連携強化」が同られる

ことを提言するものである。

平成 25年 12片 14日

東洋大学地域活性化研究所

「商工会議所と観光協会の連携による地域観光振興の推進」研究グループ
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